
私立大学等経常費補助金（私立高等学校等経常費補助

（特定教育方法支援事業・教育改革推進モデル事業））交付要綱

平成16年12月 3日 文部科学大臣裁定

平成20年 7月15日 一 部 改 正

第１章 通則

（通則）

第１条 私立大学等経常費補助金（私立高等学校等経常費補助（特定教育方法支援事業・

教育改革推進モデル事業））（以下「補助金」という。）の交付については，私立学校

振興助成法（昭和５０年法律第６１号。以下「助成法」という。），補助金等に係る予

算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正化法」とい

う。）及び同法施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適正化法施行令」とい

う。）に定めるもののほか，この要綱に定めるところによる。

第２章 特定教育方法支援事業

（趣旨）

第２条 この補助金は，次の各号に掲げる学校を設置する学校法人（以下，この章におい

て「学校法人」という。）に対し，当該各号に定める事業に係る経費の一部を国から交

付するものである。

(1) 長期の宿泊を伴う産業教育を実施している私立の高等学校又は中等教育学校（後期

課程） 長期の宿泊を伴う産業教育に関する特色ある教育活動

(2) 広域の通信制の課程を置く私立の高等学校又は中等教育学校（後期課程） 広域の

通信制教育に関する特色ある教育活動

(3) 私立の特別支援学校又は特別支援学級（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第

７５条第２項に定める学級をいう。）を置く私立の小学校，中学校若しくは中等教育

学校（前期課程） 特別支援教育に関する特色ある教育活動

（補助金の額）

第３条 補助金の額は定額とし，予算の範囲内で交付する。

（申請手続）

第４条 学校法人が補助金の交付を受けようとするときは，様式第１による交付申請書を

都道府県を経由して文部科学大臣に提出しなければならない。

２ 都道府県知事が学校法人から交付申請書の提出を受けた時は，様式第２による交付申

請額一覧を添えて当該交付申請書を文部科学大臣に提出しなければならない。

（交付決定の通知）

第５条 文部科学大臣は，前条の規定による交付申請書の提出があったときは，当該申請

に係る書類等を審査のうえ，交付決定を行い，都道府県知事に交付決定額一覧を送付す

るものとする。

２ 都道府県知事は，文部科学大臣から交付決定額一覧の送付を受けた時は，速やかに学

校法人に対し，様式第３による交付決定通知書を送付しなければならない。



（申請の取り下げ）

第６条 補助金の交付を受けた学校法人は，当該交付決定の内容又はこれに付された条件

に不服があることにより，補助金交付の申請を取り下げようとするときは，交付決定の

通知を受けた日から１５日以内に，その旨を記載した書面を都道府県知事に提出しなけ

ればならない。

２ 都道府県知事は，学校法人から前項の規定による書面を受理したときは，速やかに文

部科学大臣に提出しなければならない。

（補助事業の遂行）

第７条 補助事業を行う学校法人（以下，この章において「補助事業者」という。）が，

補助事業を遂行するため契約を締結し，支払いを行う場合は，国の契約及び支払いに関

する規定の趣旨に従い，公正かつ最少の費用で最大の効果をあげ得るように経費の効率

的使用に努めなければならない。

（事業計画変更の承認）

第８条 補助事業者は，補助事業の内容を変更しようとする場合は，様式第４による内容

変更承認申請書をあらかじめ都道府県知事を経由して文部科学大臣に提出し，その承認

を受けなければならない。ただし，補助事業者に交付される国の補助金額に変更をきた

すことなく，補助金交付の目的及び条件に違反しない場合において，その変更が補助目

的の達成をより効率的にする場合を除く。

２ 文部科学大臣は，前項の承認をする場合において，必要に応じ交付決定の内容を変更

し，又は条件を付することがある。

（補助事業の中止又は廃止）

第９条 補助事業者は，補助事業を中止又は廃止しようとするときは，その旨を記載した

書面を，都道府県知事を経由して文部科学大臣に提出し，その承認を受けなければなら

ない。

（補助事業の遅延の届出）

第１０条 補助事業者は，補助事業が当該会計年度内に完了することができないと見込ま

れる場合又は補助事業の遂行が困難となった場合には，速やかに，その旨を記載した書

面を都道府県知事を経由して文部科学大臣に提出し，その指示を受けなければならな

い。

（状況報告）

第１１条 補助事業者は，補助事業の遂行及び支出の状況について，都道府県知事の要求

があったときは，速やかに，様式第５による状況報告書を都道府県知事に提出しなけれ

ばならない。

（実績報告）

第１２条 補助事業者は，補助事業を完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたとき

を含む。）は，その日から３０日を経過した日又は翌年度の４月１０日のいずれか早い

日までに，様式第６による実績報告書を都道府県知事に提出しなければならない。

（補助金の額の確定）



第１３条 都道府県知事は，前条の報告を受けた場合には，報告書等の書類の審査及び必

要に応じて現地調査等を行い，その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付決定

の内容（第８条に基づく承認をした場合には，その承認された内容）及びこれに付した

条件に適合すると認めたときは，交付すべき補助金の額を確定し，補助事業者に通知す

る。

２ 都道府県知事は，第１項の額の確定を行った場合は，様式第７による確定報告書を文

部科学大臣に送付するものとする。

３ 都道府県知事は，第１項の額の確定を行った場合において既にその額を超える補助金

が交付されているときは，その越える部分の補助金の返還を命ずるものとする。

（交付決定の取消し等）

第１４条 文部科学大臣は，第９条の規定により補助事業の中止又は廃止の承認をした場

合及び次の各号に掲げる場合の一に該当するときは，第５条の規定による交付の決定の

全部若しくは一部を取消し又は変更することができる。

(1) 補助事業者が，適正化法，適正化施行令若しくはこの要綱又は，これらに基づく文

部科学大臣の処分若しくは指示に違反した場合

(2) 補助事業者が，補助事業に関して不正，怠慢その他不適当な行為をした場合

(3) 補助事業者が，補助金を補助事業以外の用途に使用した場合

(4) 交付決定後生じた事情の変更により，補助事業の全部又は一部を継続する必要がな

くなった場合

２ 文部科学大臣は，前項の規定による取消しをした場合において，既に当該取消しに係

る部分に対する補助金が交付されているときは，期限を定めて当該補助金の全部又は一

部の返還を命ずる。

（補助金の経理）

第１５条 補助事業者は，補助事業についての収支簿を備え，他の経理と区分して補助事

業の収入額及び支出額を記載し，補助金の使途を明らかにしておかなければならない。

２ 補助事業者は，補助事業の支出額について，その支出内容を証する書類を整備して収

支簿とともに補助事業の完了の日の属する年度の終了後５年間保存しなければならな

い。

第３章 教育改革推進モデル事業

（趣旨）

第１６条 この補助金は，教育改革推進モデル事業のモデル校として文部科学省から指定

された私立の幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校及び特別支援学校（以

下「モデル校」という。）に対し，次条に定める事業に係る経費の一部を国から交付す

るものである。

（補助対象事業）

第１７条 この補助の対象となる事業は，モデル校において実施される一定のテーマに基

づく特色ある教育活動とする。

（補助金の額）

第１８条 補助金の額は定額とし，予算の範囲内で交付する。



２ モデル校１校当たりの補助金の補助上限額は２５０万円とする。

（学校法人立以外の幼稚園に係る補助）

第１９条 第１６条の補助金の対象とする学校法人立以外の幼稚園は，設置者が学校法人

化のための努力をする幼稚園及び認定こども園である幼保連携施設を構成する社会福祉

法人立の幼稚園（就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する

法律（平成１８年法律第７７号）第１５条に規定する社会福祉法人の設置する幼稚園を

いう。）とする。

（申請手続）

第２０条 モデル校を設置する学校法人（前条に規定する学校法人立以外の幼稚園の設置

を含む。以下，この章において「学校法人」という。）が補助金の交付を受けようとす

るときは，様式第８による交付申請書を都道府県を経由して文部科学大臣に提出しなけ

ればならない。

２ 都道府県知事が学校法人から交付申請書の提出を受けた時は，様式第９による交付申

請額一覧を添えて当該交付申請書を文部科学大臣に提出しなければならない。

（交付決定の通知）

第２１条 文部科学大臣は，前条の規定による交付申請書の提出があったときは，当該申

請に係る書類等を審査のうえ，交付決定を行い，都道府県知事に交付決定額一覧を送付

するものとする。

２ 都道府県知事は，文部科学大臣から交付決定額一覧の送付を受けた時は，速やかに学

校法人に対し，様式第１０による交付決定通知書を送付しなければならない。

（申請の取り下げ）

第２２条 補助金の交付を受けた学校法人は，当該交付決定の内容又はこれに付された条

件に不服があることにより，補助金交付の申請を取り下げようとするときは，交付決定

の通知を受けた日から１５日以内に，その旨を記載した書面を都道府県知事に提出しな

ければならない。

２ 都道府県知事は，学校法人から前項の規定による書面を受理したときは，速やかに文

部科学大臣に提出しなければならない。

（補助事業の遂行）

第２３条 補助事業を行う学校法人（以下，この章において「補助事業者」という。）

が，補助事業を遂行するため契約を締結し，支払いを行う場合は，国の契約及び支払い

に関する規定の趣旨に従い，公正かつ最少の費用で最大の効果をあげ得るように経費の

効率的使用に努めなければならない。

（事業計画変更の承認）

第２４条 補助事業者は，補助事業の内容を変更しようとする場合は，様式第１１による

内容変更承認申請書をあらかじめ都道府県知事を経由して文部科学大臣に提出し，その

承認を受けなければならない。ただし，補助事業者に交付される国の補助金額に変更を

きたすことなく，補助金交付の目的及び条件に違反しない場合において，その変更が補

助目的の達成をより効果的にする場合を除く。

１ 文部科学大臣は，前項の承認をする場合において，必要に応じ交付決定の内容を変更



し，又は条件を付することがある。

（補助事業の中止又は廃止）

第２５条 補助事業者は，補助事業を中止又は廃止しようとするときは，その旨を記載し

た書面を，都道府県知事を経由して文部科学大臣に提出し，その承認を受けなければな

らない。

（補助事業の遅延の届出）

第２６条 補助事業者は，補助事業が当該会計年度内に完了することができないと見込ま

れる場合又は補助事業の遂行が困難となった場合には，速やかに，その旨を記載した書

面を都道府県知事を経由して文部科学大臣に提出し，その指示を受けなければならな

い。

（状況報告）

第２７条 補助事業者は，補助事業の遂行及び支出の状況について，都道府県知事の要求

があったときは，速やかに，様式第１２による状況報告書を都道府県知事に提出しなけ

ればならない。

（実績報告）

第２８条 補助事業者は，補助事業を完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたとき

を含む。）は，その日から３０日を経過した日又は翌年度の４月１０日のいずれか早い

日までに，様式第１３による実績報告書を都道府県知事に提出しなければならない。

（補助金の額の確定）

第２９条 都道府県知事は，前条の報告を受けた場合には，報告書等の書類の審査及び必

要に応じて現地調査等を行い，その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付決定

の内容（第２４条に基づく承認をした場合には，その承認された内容）及びこれに付し

た条件に適合すると認めたときは，交付すべき補助金の額を確定し，補助事業者に通知

する。

２ 都道府県知事は，第１項の額の確定を行った場合は，様式第１４による確定報告書を

文部科学大臣に送付するものとする。

３ 都道府県知事は，第１項の額の確定を行った場合において既にその額を超える補助金

が交付されているときは，その越える部分の補助金の返還を命ずるものとする。

（交付決定の取消し等）

第３０条 文部科学大臣は，第２５条の規定により補助事業の中止又は廃止の承認をした

場合，及び次の各号に掲げる場合の一に該当するときは，第２１条の規定による交付の

決定の全部若しくは一部を取消し又は変更することができる。

(1) 補助事業者が，適正化法，適正化法施行令若しくはこの要綱又は，これらに基づく

文部科学大臣の処分若しくは指示に違反した場合

(2) 補助事業者が，補助事業に関して不正，怠慢その他不適当な行為をした場合

(3) 補助事業者が，補助金を補助事業以外の用途に使用した場合

(4) 交付決定後生じた事情の変更により，補助事業の全部又は一部を継続する必要がな

くなった場合

２ 文部科学大臣は，前項の規定による取消しをした場合において，既に当該取消しに係



る部分に対する補助金が交付されているときは，期限を定めて当該補助金の全部又は一

部の返還を命ずる。

（補助金の経理）

第３１条 補助事業者は，補助事業についての収支簿を備え，他の経理と区分して補助事

業の収入額及び支出額を記載し，補助金の使途を明らかにしておかなければならない。

２ 補助事業者は，補助事業の支出額について，その支出内容を証する書類を整備して収

支簿とともに補助事業の完了の日の属する年度の終了後５年間保存しなければならな

い。

第４章 その他

（その他）

第３２条 前各条に定めるもののほか，この補助金に係る取扱いに関する細目は，別添

「私立大学等経常費補助金（私立高等学校等経常費補助（特定教育方法支援事業・教育

改革推進モデル事業））取扱要領」に定めるところによる。

附 則

この要綱中，高等学校及び幼稚園には，構造改革特別区域法（平成１４年法律第１８９

号）第２０条第１項に規定する公私協力学校を含まないものとする。


